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○四万十市建設工事等監督技術基準 

平成27年６月19日 

訓令第12号 

四万十市建設工事等監督技術基準（平成17年四万十市訓令第51号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、四万十市建設工事等監督規程（平成27年四万十市訓令第11号）第37条の規

定に基づき、四万十市が発注する建設工事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に

規定する建設工事をいう。以下「工事」という。）並びに測量、地質、土質調査、その他の調

査、土木設計、建築設計及び監理の業務委託（以下「委託業務」という。）において、工事及

び委託業務（以下「工事等」という。）に係る監督の技術的基準を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(１) 契約図書 契約書及び設計図書（設計書、図面、共通仕様書、特記仕様書、現場説明書

及び現場説明に対する質問回答書）をいう。 

(２) 監督 契約図書における発注者の責務を適切に遂行するために、工事施工又は業務実施

状況の確認及び把握等を行い、契約の適正な履行を確保する業務をいう。 

(３) 指示 監督職員が受注者に対し、工事の施工又は業務の実施（以下「遂行」という。）

上必要な事項について書面をもって示し、実施させることをいう。 

(４) 承諾 契約図書で示した事項で、発注者又は受注者が書面で申し出た遂行上必要な事項

について、書面により同意することをいう。 

(５) 協議 書面により契約図書の協議事項について、発注者と受注者が対等な立場で合議し

結論を得ることをいう。 

(６) 通知 監督職員が受注者に対し、遂行に関する事項について、書面をもって知らせるこ

とをいう。 

(７) 受理 契約図書に基づき受注者の責任において監督職員に提出された書面を受け取り、

内容を把握することをいう。 

(８) 立会 契約図書に示された事項について、監督職員が臨場し、内容を確かめることをい

う。 

(９) 確認 契約図書に示された事項について、監督職員が臨場又は受注者が提出した資料に

より、監督職員がその内容について契約図書との適合を確かめ、受注者に対して認めること

をいう。 

(10) 把握 監督職員が立会又は受注者が提出若しくは提示した資料により遂行状況、使用材

料、提出資料の内容について、契約図書との適合を自ら認識しておくことをいう。 

(11) 調整 監督職員が関連する工事又は業務との間で、工程等について相互に支障がないよ

う協議し、必要事項を受注者に対し指示することをいう。 

（工事監督の実施） 

第３条 監督職員は、関係諸規則に従い、技術的に十分検討のうえ適正かつ円滑な工事請負契約

の履行を確保するための監督を実施しなければならない。 

２ 監督職員が行う、工事の監督の確認の程度については、高知県建設工事監督技術基準（平成

17年高知県制定）において別途定める「段階確認及び施工状況把握一覧表」を準用する。この

場合、次の各号に掲げる工事については、重点監督として特に注意し監督を行うこととし、重

点監督以外の工事については、一般監督として監督を行うものとする。 

(１) 主たる工種に新工法・新材料を採用した工事 

ア 技術活用パイロット工事 

イ 標準歩掛のない新工法を用いた工事 

ウ その他これらに類する工事等 

(２) 施工条件が厳しい工事 

ア 鉄道又は現道上での橋梁工事 

イ 圧気潜函工事 

ウ 掘削深さ７m以上の土留工及び締切工を有する工事 
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エ 鉄道、建造物、道路等の近接工事 

オ 軟弱地盤上での構造物 

カ 場所打ちPC橋 

キ 共同溝工事 

ク ハイピア（躯体高15m以上） 

ケ トンネル工事 

コ その他これらに類する工事等 

(３) 第三者に対する影響のある工事 

ア 家屋等に隣接し崩壊等により影響が予想される掘削工事を伴う工事 

イ 周辺地域等へ地盤変動等の影響が予想される掘削を伴う工事 

ウ 一般交通に供する路面覆工、仮橋等を有する工事 

エ 河川堤防と同等の機能の仮締切を有する工事 

オ 公害、安全対策及び環境等特に注意する工事 

カ その他これらに類する工事等 

(４) その他 

ア 一般競争入札の工事及び技術総合評価方式による工事 

イ 低入札工事（低入札価格調査制度対象工事など） 

ウ 受注者が過去に工事成績が良好でなかった施工を行ったことのある工事 

エ 同程度の工事の施工経験が少ない受注者が施工する工事 

オ 事業主管課長等が必要と認めた工事 

（工事監督任務） 

第４条 監督職員は、その職務の執行に当たり契約図書等の関係書類及び別に定める四万十市建

設工事技術管理要綱（平成27年四万十市訓令第18号。以下「技術管理要綱」という。）に従い、

適切な指導監督を行うとともに施工前、施工中、施工終了前の各段階において、打合せ、立会、

確認、検測等を次の各号に掲げる主な事項に留意し指導監督等を行わなければならない。 

(１) 施工前の協議 

工事の施工に先立ち、設計図書の照査、工事用地確認、施工管理、関係法令確認、関係機

関への手続、工事測量確認、実施作業工程を設計図書、施工計画書に従い受注者と協議を行

うこと。 

(２) 監督業務標準内容 

契約履行の確保、施工状況確認、円滑な施工の確保、監理及びその他の項目の主たる業務

については、別表第１によるものとする。 

なお、工事に係る監督職員が必要と認める項目及びその業務内容は、適宜追加することが

できる。 

(３) 段階確認及び施工状況の把握 

ア 段階確認 

施工管理、工程管理、出来形管理、品質管理等における段階確認については、監督職員

は、契約図書、施工計画書、技術管理要綱等に従い立会確認を行わなければならない。 

イ 施工状況の把握 

工種別の施工時期における、品質規格、打設順序、天候及び施工状況の適否などを把握

しなければならない。 

ウ 監督職員が必要と認める確認、把握等は、適宜追加することができる。 

(４) 施工管理 

施工管理については、技術管理要綱に基づき指導監督を行うこと。 

（委託業務監督の実施） 

第５条 監督職員は、次の各号に掲げる主な事項について技術的に十分検討のうえ、適正かつ円

滑な業務委託契約の履行を確保するための監督を実施しなければならない。 

(１) 打合せ及び協議 

業務の着手時及び区切り（中間、最終等）において実施し、業務の実施方針、条件等の疑

義を正すものとする。 

なお、その内容については、受注者が書面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認しなけ
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ればならない。 

(２) 監督業務標準内容 

契約履行の確保、執行状況の確認及びその他の項目の主たる業務については、別表第２に

よるものとする。 

(３) 成果品 

特記仕様書により作成させ、電子納品運用に関するガイドラインにより納品させること。 

なお、成果品に係る詳細については、受注者と打合せを行い成果品の内容を決定すること。 

（その他） 

第６条 この訓令に定めるもののほか、工事等の契約の監督に関し、別途細目を定めることがで

きる。 

附 則 

この訓令は、平成27年７月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日訓令第８号） 

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年４月１日訓令第12号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日訓令第６の３号） 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月31日訓令第９号） 

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月31日訓令第12号） 

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年４月１日訓令第12の２号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

別表第１（建設工事監督業務標準内容）（第４条関係） 

項目 業務内容 

１ 契約の履行の確保  

(１) 契約図書の内容の把

握 

契約図書及び下記の項目について把握する。 

① 配置技術者の専任制及び技術者の適正な配置 

② 施工体制台帳及び施工体系図の整備 

③ その他契約履行上必要な事項 

(２) 施工計画書の受理 受注者から提出された施工計画書により詳細に打合せを行い、

計画の概要を把握した後受理する。 

(３) 契約図書に基づく指

示、承諾、協議、受理等 

契約図書に基づいた指示、承諾、協議（詳細図の作成を含む。）

及び受理等については、必要により現場状況を把握し、適切に行

う。 

(４) 条件変更に関する確

認、調査、検討、通知 

受注者から契約書第18条第１項の第１号から第５号までの事実

の確認を請求されたときは、直ちにその内容を確認し（なるべく

２名以上）、必要により計画の変更、訂正内容を定め、調査結果

を受注者に通知（指示を含む。）する。また、設計図書の変更の

必要があるときは、第19条の規定により変更内容を受注者に通知

する。 

(５) 変更設計図面及び数

量等の作成 

一般的な変更設計図面及び数量については、受注者からの確認

資料等をもとに現地確認の後作成し、他の職員１名以上の確認を

受ける。 

(６) 関連工事との調整 関連する２以上の工事が施工上密接に関連する場合は、必要に

応じて施工及び時期等について調整を行い、必要事項を受注者に

指示する。 

(７) 工程把握及び工事促

進指示 

受注者からの履行報告又は実施工程に基づき工程を把握し、必

要に応じて工事促進の指示を行う。 
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(８) 工期変更協議の対象

通知 

契約書第15条第７項、第17条第１項、第18条第５項、第19条、

第20条、第21条、第22条第１項及び第43条第２項の規定に基づく

工期変更について、事前協議及びその結果の通知を行う。 

(９) 工事等関係者に関す

る措置請求 

現場代理人がその職務の執行につき著しく不適当と認められる

場合、主任技術者若しくは監理技術者又は専門技術者、下請負人

等が工事の施工又は管理につき著しく不適当と認められる場合

は、所管課の長（副参事（食肉センター整備推進担当及びデジタ

ル化推進担当）を含む。）に速やかに報告する。 

(10) 契約担当課等への報

告 

 

ア 工事の変更、中止及び

工期の延長の検討並び

に報告 

① 工期を変更し、又は工事の全部若しくは一部の施工を一時中

止する必要があると認められるときは、その内容を検討し、契

約担当課へ報告する。 

② 受注者から工期延長の申し出があった場合は、その内容を検

討し契約担当課へ報告する。 

③ 発注者の特別の理由によって工期の変更を行う場合は、契約

担当課に報告する。 

イ 一般的な工事目的物

等の損害の調査及び報

告 

工事目的物若しくは工事材料等の損害について、受注者から通

知を受けた場合は、その原因、損害の状況等を調査し、発注者の

責に帰する理由及び損害額の請求内容を審査し、契約担当課に報

告する。 

ウ 不可抗力による損害

の調査及び報告 

① 天災等の不可抗力により、工事目的物等の損害について、受

注者から通知を受けた場合は、その原因、損害の状況等を調査

し確認結果を契約担当課に報告する。 

② 損害額の負担請求内容を審査し、契約担当課に報告する。 

エ 第三者に及ぼした損

害の調査及び報告 

工事の施工に伴い第三者に損害を及ぼしたときは、その原因、

損害の状況等を調査し、発注者が損害を賠償しなければならない

と認められる場合は、契約担当課に報告する。 

オ 部分使用の確認及び

報告 

部分使用を行う場合は、品質及び出来形の確認を行い、契約担

当課に報告する。また、受注者の承諾を得ること。 

カ 部分払請求時の出来

形の審査及び報告 

受注者から部分払の請求があった場合は、出来形内訳書の審査

を行い、契約担当課に報告する。 

キ 契約解除に関する必

要書類の作成及び措置

請求又は報告 

① 工事請負契約書第46条第１項及び第47条第１項並びに第48条

に基づき契約を解除する必要があると認められる場合は、契約

担当課に対して措置請求を行う。 

② 受注者から契約の解除の通知を受けたときは、契約解除要件

を確認し、契約担当課に報告する。 

③ 契約が解除された場合は、出来形部分並びに材料等の調査を

行い、契約担当課に報告する。 

ク 工事の未着手 受注者が正当な理由がなく工事に着手しないとき、その他契約

の履行が確保されないおそれが認められるときは、速やかにその

理由を調査して契約担当課に報告する。 

２ 施行状況の確認等  

(１) 事前調査等 下記の事前調査業務を行う。 

① 工事基準点の指示 

② 既設構造物の確認 

③ 支給（貸与）品の確認 

④ 事業損失防止家屋調査の立会い 

⑤ 受注者が行う関係機関への届出の把握 

⑥ 工事区域用地の把握 

⑦ その他必要な事項 
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(２) 指定材料の確認 設計図書において、監督職員の検査（確認を含む。）を受けて

使用すべきものと指定された工事材料の検査、及び監督職員立会

いのうえ調合し、若しくは調合について見本の確認を受けるもの

と指定された材料の品質、規格等の試験、立会又は確認を行う。 

(３) 施工体制の点検 現場における施工体制の把握のため、下記の点検を行う。 

① 届出等と工事現場配置技術者等の確認 

② 技術者資格者証の確認 

③ 現場常駐・配置・専任及び一括下請負の確認・点検 

④ 施工体制台帳及び施工体系図の点検 

⑤ 施工体制の把握 

⑥ 施工中の建設業許可の標識等の点検 

⑦ その他必要な事項 

(４) 工事施工の立会 設計図書において、監督職員の立ち会いのうえ施工するものと

指定された工種において、設計図書の規定に基づき立ち会いを行

う。 

(５) 工事施工状況の確認

（段階確認） 

契約図書、施工計画書及び「段階確認及び施工状況把握一覧表」

に基づき、臨場等により確認を行う。 

(６) 工事施工状況の把握 主要な工種について、適宜臨場により施工状況の把握を行う。 

(７) 施工安全点検 １件の請負代金額が200万円以上の工事について、臨場により施

工途中に１回以上の安全点検を行う。点検の結果は別紙に記入し、

完成検査時に検査職員に提出する。また、工事成績評定の対象工

事においては、安全点検の結果を適切に評定に反映する。 

(８) 改造請求及び破壊に

よる確認 

① 工事の施工が契約図書等に適合しない事実を発見した場合

で、必要があると認められるときは、改善の指示を行う。 

② 契約書第13条第２項若しくは第14条第１項から第３項までの

規定に違反した場合、又は工事の施工が設計図書に適合しない

と認められる相当の理由がある場合において、必要があると認

められる場合は、工事の施工部分を破壊して確認する。 

(９) 支給材料及び貸与品

の確認、引渡し 

設計図書に定められた支給材料及び貸与品については、その品

名、数量、品質、規格又は性能を設計図書に基づき確認のうえ、

引渡しを行う。その際、借用書又は受領書を徴し、常にその状況

を明らかにしておかねばならない。確認の結果、品質又は規格若

しくは性能が設計図書の定めと異なる場合は、契約担当課に報告

し、その指示に従う。 

３ 円滑な施工の確保  

(１) 地元対応 地元住民等からの工事に関する苦情、要望等に対し必要な措置

を行う。 

(２) 関係機関との協議・調

整 

工事に関して、関係機関との協議・調整等における必要な措置

を行う。 

４ 工事管理の指導等  

(１) 施工管理 工事施工に関して工程、品質、出来形等の管理は、設計図書及

び施工計画書等に基づきその目的が達せられるよう、必要に応じ

指導を行う。 

品質、出来形等については検査、検測及び管理資料を技術管理

要綱の管理基準、規格値と対比し確認を行う。 

５ 工事完成の処理  

(１) 工事完成通知書の受

理 

受注者は、工事が完成したときは５日以内に通知しなければなら

ないが、監督職員は、設計図書等と照合し完成を現地確認した後、

通知書を受理しなければならない。 

(２) 工事検査の準備及び

通知 

当該工事の契約書、設計図書、その他関係書類等検査に必要と

認められるものについて準備し、また措置するよう受注者に指示
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するとともに検査日を連絡する。 

(３) 工事完成検査等の立

会 

工事の完成検査等に立ち会うとともに、検査職員の指示により

検査業務に協力しなければならない。 

(４) 工事成績の評定 工事の全部が完了したときは、工事成績評定要綱に基づき工事

成績の評定を行い、検査職員に提出する。 

６ その他  

(１) 現場解体材及び発生

品の処理 

工事現場における解体材及び発生品については、規格、数量等

を確認した後、その処理方法について指示する。 

(２) 臨機の措置 災害防止、その他工事の施工上特に必要があると認められると

きは、受注者に対し臨機の措置を求める。 

(３) 工事事故等に対する

措置 

工事事故等が発生した時は、速やかに状況を調査し、所管課等

の長（副参事（食肉センター整備推進担当及びデジタル化推進担

当）を含む。）及び契約担当課に報告する。 

別表第２（業務委託監督業務標準内容）（第５条関係） 

項目 業務内容 

１ 契約の履行の確保  

(１) 契約図書の内容の把

握 

契約図書及びその他契約履行上必要な事項について把握する。 

(２) 管理技術者の確認 受注者から通知された管理技術者の資格要件等について確認す

る。 

(３) 照査技術者の確認 契約図書において照査を定める場合、受注者から通知された照

査技術者の資格要件等について確認するとともに、必要に応じて

照査を行う業務の節目について指示する。 

(４) 提出書類の確認 受注者から提出された業務カルテ及び関係書類について確認す

る。また、必要により契約担当課へ報告する。 

(５) 業務工程表の受理 契約図書に基づき作成された業務工程表を確認し受理する。 

２ 業務の履行状況の確認等  

(１) 履行状況の把握 受注者からの再委託等に関する申請及び通知の有無を確認する

とともに、必要に応じて打合せ等を行い、業務の履行状況につい

て把握する。なお、打合せを実施した場合は、その内容について、

その都度受注者が打合せ記録簿に記録し、相互に確認する。 

(２) 業務計画書の把握 受注者から提出された業務計画書により、業務計画の概要を把

握する。 

(３) 貸与品等の確認、引渡

し 

契約図書等に定められた貸与品等について、その品名、数量等

を確認し、引渡しを行う。返還があった場合も同様とする。 

(４) 契約図書に基づく指

示、請求、通知、承諾、協

議等 

業務を適正かつ円滑に実施するため、契約図書に示された指示、

請求、通知、承諾、協議等を書面により適切に行う。 

(５) 関係機関との協議・調

整等 

業務に関して、関係機関等との協議・調整等における必要な措

置を行う。 

(６) 業務内容の修補請求 業務の内容が契約図書又は発注者の指示若しくは発注者及び受

注者の協議の内容に適合しない事実を発見した場合で、必要であ

ると認められるときは、修補の請求を行う。 

(７) 条件変更に関する確

認、調査、検討、通知 

受注者から契約書第16条第１項の第１号から第５号（建築設計

業務においては第20条第１項の第１号から第５号）までの事実の

確認を請求されたときは、直ちに調査を行い、その内容を確認し

検討のうえ、必要により業務内容の変更、設計図書の訂正内容を

定め、調査結果を受注者に通知する。ただし、特に重要な変更等

が伴う場合は、あらかじめ契約担当課の承諾を受ける。 

(８) 設計図書等の変更 契約書第16条、第17条、第19条及び第28条（建築設計業務にお
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いては第20条、第21条、第23条及び第30条）の規定に基づき、必

要があると認められるときは、受注者と協議のうえ設計図書等を

変更する。 

(９) 履行期間の変更 契約書第16条から第22条（建築設計業務においては第20条から

第26条）の規定に基づく履行期間の変更を行う。 

(10) 業務委託料の変更 契約書第16条から第19条、第21条及び第25条（建築設計業務に

おいては第20条から第23条、第25条及び第28条）の規定に基づく

業務委託料の変更を行う。 

(11) 管理技術者等に関す

る措置請求 

管理技術者、照査技術者、担当技術者、使用人等がその業務の

実施につき著しく不適当と認められるときは、所管課の長（副参

事（食肉センター整備推進担当及びデジタル化推進担当）を含む。）

に速やかに報告する。 

(12) 契約担当課への報告  

ア 業務の中止の検討及

び報告 

業務の全部又は一部を一時中止する必要があると認められると

きは、中止期間を検討し、契約担当課へ報告する。 

イ 一般的な成果品の損

害の調査及び報告 

成果物の引渡し前に生じた損害、その他業務を行うにつき生じ

た損害について、その原因、損害の状況等を調査し、契約担当課

へ報告する。 

ウ 第三者に及ぼした被

害の調査及び報告 

業務を行うにつき第三者に損害を及ぼしたときは、その原因、

損害の状況等を調査し、契約担当課へ報告する。 

エ 不可抗力による損害

の調査及び報告 

① 天災等の不可抗力により、調査目的物等の損害について、受

注者から通知を受けた場合は、その原因、損害の状況等を調査

し確認結果を契約担当課へ報告する。 

② 損害額の負担請求内容を審査し、契約担当課へ報告する。 

オ 引渡し前における成

果物の使用を行う場合

の確認及び報告 

引渡し前において、成果物の全部又は一部を使用する場合は、

成果物の状況を確認し、契約担当課へ報告する。また、受注者の

承諾を得ること。 

カ 契約解除に関する必

要事項の作成及び措置

請求又は報告 

① 契約書第37条第１項及び第38条第１項並びに第39条第１項

（建築設計業務においては第39条第１項及び第40条第１項並び

に第41条第１項）に基づき契約を解除する必要があると認めら

れる場合は、契約担当課に対して措置請求を行う。 

② 受注者から契約の解除の通知を受けたときは、契約解除要件

を確認し、契約担当課へ報告する。 

③ 契約が解除された場合において、既履行部分の調査及び既履

行部分に相当する業務委託料の事前協議を行い、契約担当課へ

報告する。 

(13) 臨機の措置 災害防止等のため、特に必要があると認められるときは、受注

者に対して臨機の措置を求める。 

３ その他  

(１) 業務成果の確認 受注者より提出された業務成果について確認する。 

(２) 業務成績の評定 業務の全部が完了したときは、業務成績評定要綱に基づき業務

成績の評定を行い、検査職員に提出する。 

(３) 検査日の通知 完了検査等に先立ち、検査職員の指定する検査日を受注者に連

絡する。 

(４) 完了検査等の立会 監督職員は業務の完了検査等の立会を行う。 
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